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〔教育福祉研究第7号 2001]

James. P. Comerの学校改革

はじめに

どもに、生誕から大人になるまでの開の

Safe Passege (安全な航海)を保樟することは親

の第一の務めである。しかし現在の親、とりわけ

貧困層の親にとってはそれは容易なことではな

い。(1)J 1964年の Lジョンソン大統領による、黄顕

との戦い (Waron Poverty)か以降、アメリカに

おいては貧圏問題の解消を目指した取り組みがな

されてきたが、年少者たちの5人に 1人は依然と

して貧しいなかで育っている{九また、近年におい

ては家庭自体が崩壊してしまうという事態に直面

する子どもも増加している。貧留をはじめとする

家庭の事情ゆえに十分にニーズが満たされない子

どもは、そうでない子どもたちに比べ、社会的に

不利益な状況におかれている。

貧困層に属していることと人種的マイノリティ

であることが深くリンクしているアメリカでは、

日本に比べ社会的な不利を負う子どもの存在は自

に見えやすい。人種的マイノリティとは、数の上

から見ればマイノリティではなくても、大部分が

社会のメインストリームから外れた地位におかれ

続けてきた人種の人々のことである。

本積では、このような社会的不科益患のーグ

ループである黒人家躍の子どもを支援することを

動機として開始された、 James.P. Comer (以下、

カマーと表記)を中心とする Yale大学術属Yale

Chid Study Center (以下、 YCSCと表記)の学校

改車活動を取り上げる。彼らの活動を紹介するこ

とが本稿の目的である例。

彼らの活動が開始されたのは 1968年のことで

あったが、 33年後の現在に至っても精力的な取り

組みが続けられている。この長期にわたる精力的

な活動の原動力を、カマ}は「マイノリティの子

今別府もと

どもたちの将来のチャンスを高めたいという患い

の強さであった。」としている。カマー自身が黒人

の労働者暗級家庭、つまり社会の不利益層の出身

であるが、児童精神科医となり、かつ YCSCの見

童精神医学教授・エール大学の医学部学部長を務

めている。カマ…自身は、両親が貧しいながらも

子どものニーズを満たしてくれようとしたこと、

家庭以外の社会的ネットワークに恵まれたこと等

により、そうした高い社会的地位にまでたどり着

くことができたのだが、「他の多くの級友は自身と

同様の能力を持ちながらもそれを発揮することな

く終わっていたJのであった(4)。

貧困層の子どものなかには十分な食事・安全な

居住地といった基本的なニーズが満たされておら

ず、人間的な生活が保障されていない者も少なく

ない。そうしたニーズを満たすための支援すら十

分ではないが、これから大人になり社会に出てゆ

く存在である彼らに必要なのはそうした支援のみ

ではなく、今後社会でやっていくために必要な多

面的な力ゃある程度の学躍を護得させるための支

援も不可欠である。つまり、社会的不利を負う子

どもたちがその生まれついた逆境を乗り越えてゆ

くためには、 fSupportServiceJの提供とfQuality

Education (質のよい教育)Jの提供という両方の

支援が必要である(めが、カマーの活動はこのうち

の後者に焦点、を当てたものである(6)。学校を「賓の

よい教育」を提供する場に改革すること、それも

一部の学校ではなくできるだけ多くの学校を改革

することによって、できるだけ多くの子ども・親

を支援することが、彼らの活動においてき当初より

目ざされたことであった。この活動を続ける一方

で、カマーは 1992年より学校を費のよい教育とサ

ポートサービスの両方を提供する場とするための

プロジェクトにも尽力している。
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学校改革は白本においても近年焦眉の諜題と

なっているが、そこでの論議においては「子ども

のためjという視点はあっても、「社会的不利益を

負う子どもをサポートする」という視点は見当た

らない。社会的不利益を負う子どもの問題は、こ

れまで日本の貧困研究において関心が寄せられて

きたことであり、日本においても社会的不利を負

う子ども、そして不利益層ほど不利を負うサイク

ルが夜在していることは明らかにされている。支

援へのニ}ズがあるのは確かであるが、アメリカ

に比べ不利を負っていることが明確に表れづらい

こともあってか、それらの研究により発見された

問題に取り組む実践は少ない。アメリカと日本と

では抱える開題の程度やその背景が違うことは念

頭におかなければならないが、社会的不利を負う

子どもたちを支援することを呂的として学校改革

をすすめてきたカマ…の活動から、私たちが学ぶ

ところは大きいと思われる。日本においてはまだ

カマーの活動についての先行研究は少なく、また

それらによる紹介は部分的なものにとどまってい

る{九本稿は彼らの活動の全容の紹介にできるだ

け務めるものであるが、その意義は少なからずあ

るのではないかと思われる。

2 活動の展欝

(1 ) 活動の動機

彼らの活動の焦点は黒人の子どもが多く在籍す

るインナーシティの公立小学校の改叢である。見

童精神科医であるカマーをはじめとしてこれまで

「個々の向題への対処により子どもの力となるJこ

とを行なってきた YCSCのスタッフの関心が、学

校改叢'に向かっていったのは、経済的にも社会

的にもメインストリームから締め出されているマ

イノリティの子どもたち、そしてそれゆえ将来責

任ある大人にはなれないであろう若者逮の開題に

関わるようになった 1960年代初めのことであっ

た。カマーらを動かしたのは「個々の子どもへの

対処よりも、根本的な問題を理解しそれらが起こ

るのを予防することに力を入れたいりという考え

であった。

彼らは大半の子どもが通う公立学校を「最も自

然なかたちで、もっとも多くの子どもを援助し、

将来を導き得る場J、「社会の最後のcommon

pathwayであり、人々が自尊心を持って生活でき

るように準備をするチャンスと権利を持つ唯一の

場」、「今の社会で家庭に次いで子どもの発達を全

面的・体系的に高め得る機構であり、家庭よりも

変化を超こしやすい場」と捉えていたが(8)、当時の

大部分の学校は問題を抱えておりそうした「場j

とは程遠いものであった。マイノリティの子ども

が通うインナーシティの学校の荒蕗はとりわけひ

どいものであったが、学校が子どもに必要なニー

ズを満たす場となっていないことによる弊察は、

学校外でニーズを満たされることを期待しづらい

マイノリティの子どもほど甚大であった。そして、

戦後以降学歴社会の色彩を強めていたアメリカで

は、そうした学校での不成功は将来に致命的な悪

影響を及ぽすこととなっていたが、多くの問題を

抱え、かつメインストリームの文化を中心文化と

する当時の学校に適応すること、およびドロップ

アウトせずに無事に卒業までたどり着くことは、

マイノリティの子どもにとっては容易なことでは

なかった。カマーたちが公立学校の改革に焦点、を

当てたのはこうした認識のためであった例。

(2) 活動経緯

1968年に始まり現在に至っている彼らの活動

は、以下の3段階に分けられるは九

1) 1968年"-'1978年 (pilotstage) 

披らの活動の最初の約10年聞には、 YCSCの

スタップがコネティカット州ニニューヘイブン市の

二つの公立小学校に入り込み、学校のスタップと

共同で学校改葱をすすめるということがなされ

た。

YCSCと公立学校との長期的・組織的な共同が

計画されたのは 1966年のことであったが、この計

画を現実のものとしたのはフォード財団の助成で

あった。共同で学校改茶を行なうという形態が採

られたのは、第ーに、真に子どもの力となる取り

組みを行うためには当時の学校問題の原国や深化
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のプロセスについて、学校というシステムで働く

スタップやそこにおかれた子どもについて、そし

て人々の相互作用といった学校内のダイナミズム

や学校というシステム自体のダイナミズムについ

ての把握・理解が不可欠であったが、従来の学校

研究の方法によってではこれは不可能であり、

YCSCのスタップが実際に学校に入り込み、学校

の人々と深く関わるなかで調査や研究を行なうこ

とが必要である、という考えからであった。そし

て第二に、調査や研究は地域における社会サービ

ス(この共同は、 YCSCにとってはもちろん有益

なものであるが、学校側にとっても臨床専問家と

しての知識とスキルをもっYCSCのスタップに

よりサービスの提供を受けられ、また子どもの発

達についての理解を深めることができる、という

点で有益でトあろうと考えられた。)を通じてなされ

るべき、という考えからであった。

このstageでの彼らの目的はこの2つの学校の

改革にとどまるものではなく、「この共同プロジェ

クトによりどの学校でも用いることができるよう

に低コストで、かつ効果的な学校改革アプローチ

を見出し、学校改革プログラムを開発し、できる

だけ多くの学校にそのプログラムを普及させるこ

とで、できるだけ多くの子ども・親の力となる」

ということが取り組みの当初より目指されてい

<?  "..。

共同プロジェクトの相手校は2校とも、開市33

校のうちでの最低学力・低出席本・問題行動の深

刻さ・教員、親らの士気の低さといった問題を抱

える典型的なインナーシティスクールであり、生

徒のうちの約70%がAFDCを受給する貧困家庭

に麗していた。ここでの取り組みは活動開始前に

1年間を費やして作成されたプログラムを指針と

してすすめられた。そのプログラムは、社会科学・

行動科学の種々の理論、そして子どもの発達と環

境との栢関を重視する見童精神科医のカマーなら

ではの視点に基づいた仮説を基盤としたもので

あった。

そうした取り組みにより問題は徐々に解決され

学校によい状態が築かれることとなるが、共悶は

学校によい状態を保ち得る・再生産し得るシステ

ム (basic process)を確立させ、さらに学校が

YCSCの寵接的な関わり無しで、独力でそうした

システムを維持してやってゆけるようになるまで

続けられた。また、学校が落ち着いた後には独自

のソーシヤノレスキルカリキュラムの開発などにも

取り組んだ。尚、フォード財団の助成は5年間の

期限付きであったが、ここでの共同は当初の予定

を越え 10年間に及ぶ、ものとなった。新たな助成漉

を探すことは容易ではないのだが、それが可能で

あったために活動は続けられたのである。

YCSC独自の学校改革プログラムである

School Development Program (以下SDP)はこ

の共悶で見出されたbasicprocessをコアとした

ものである。

2) 1978年から 1988年 (field-testingstage) 

このステージにおいてはpilot-stageでの成果

を他の学校・学区に普及させてゆくための準備に

尽力された。

カマーは「多くの子どもの力となりたい。J、そ

して「多くの人はマイノリティの子どもたちはマ

イノリティであるがゆえに学校でうまくやれな

い、と考えているが、学校が良いものであれば彼

らだって学校でうまくやることができるのだ、と

いうことを明確な事実として示したい。Jという

えから普及に強い意欲を持っていた。しかし、そ

のためにはまずプログラムの、複製可能性グの実

と第一段階の成果がまぐれやYCSCの存在、そ

の他の特殊性によるものではないことの実証がな

されねばならない。これは今後、取り組みへの支

援を得るために、また SDPを学校改善のために

用いてみようと思ってもらうためにも不可欠のこ

とである O この実証のために、同市の他学区にお

いて引き続き pilotstageと同様に YCSCが麗接

的に関わって学校改革を行なうこと、また学区・

州、，~ノベルでのプログラムに SDP が主要なアプ

ローチとして用いることがなされた。

また、このstageでは、普及のための必須の要件

である、複製かのための効楽的なアプローチの開

発に力が注がれた。学校改蕊という取り組みにお
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いては、成果を上げた取り組みで用いたアプロー

チを、新たな学校での取り組みに用いるとうまく

いかない、それなりに成功したとしてもオリジナ

ルの取り組みの成果に匹敵するものにはならな

い、ということがしばしば見られる。効楽的な学

校改革プログラムが開発されたなら、それを多く

の学校に伝えるべきであるが、どうすれば他の学

校がそれを学び実際にそれを用いて改叢をすすめ

てゆけるかについての配麗がなくては普及しよう

としてもうまくはいかない。複製の難しさは学校

改革の取り組みにおける障壁の一つである。実験

的試みの域を越え多くの子どもの役に立てたいの

なら、この壁を乗り越えること=捜製のための効

巣的なアプローチを開発することが必須の要件で

ある。

f古学区での初めての複製の試みは失敗に終わる

が、その失敗から学んで考案されたアプローチに

よる別の学区での擾製の試みでは 10校全てで成

巣を上げることができた。そこでのアプローチは

その後1990年までの間に約70校で試され、 SDP

の複製アプローチとして正式に確立することと

なった。

また、当時は多くの子どもが学校でうまくやれ

ないことを深刻な問題と捉えている人は多くな

く、カマ…の活動の意義はあまり理解されていな

かったため、人々の認識を高めるための広報活動

(pilot-stageでの実践記録であり、そこから得ら

れた示唆についてまとめたものである WSchool

Power~ の発行等)もなされた。

3) 1989年~現在 (furtherdissemination and 

expantion stage) 

field-testing stageにおいて開発された謹製ア

プローチを用いて本格的に普及に取り組むことが

可能となった結果、SDP実施校が増加することと

なるが、実施校の増加により YCSCが実施前の適

切なサポートを行なうことが国難になりはじめ

た。また普及がすすむにつれて SDP導入の醸の

みでなく、SDP実施中、そして実施後の効果の、維

持グのためのサポートの必要性が明らかになって

いった。 YCSCはこの、実施校に必要なサポート

の不足。という問題を乗り越えないと、これ以上

は広範な普及を望めないという状況におかれるこ

ととなるが、 1989年にロックフエラー財団からの

助成にこぎつけることでこの状況を打破すること

ができた。この助成により、サポート不足への対

処として、複製の際に必要な人材を養成するため

のプログラムの実施や各学区のSDP実施校に対

して状況の評価・監督を行なう組織の設援・運営

等が可能となり、普及活動は続けられることと

なった。

広報活動に関してはホームページの開設・ SDP

実施のマニュアノレビデオの作成など前段階よりも

多様なかたちで積極的になされるようになった。

アメリカにおいては 80年代半ば頃から、多くの

子どもが貧困等により危機的な状況におかれてい

ることを明らかにする調査や報告がなされ、それ

らにより、危機に立つ子ども (AtRisk Children)か

という存在への注目がにわかに高まっていたO ま

たそうした子どもの数の多さや状視の深刻さゆえ

に、人々の社会への危機感や伺らかの対処の必要

性への認識も高まっていった。このstageの頃に

は、そうした時代背景、そして普及と広報活動の

努力により、マイノリティの子どものための学校

改革プログラムである SDPの意義や効用に対し

て、ずいぶんと関心が向けられるようになってい

た。 1991年には国の教育計麗 'Goals2000Jの一

環である「新しいアメリカの学校J づくりという

大規模なプロジェクトのパートナーとして協働を

求める声がかけられ、他のschoolreformerたち

と共同でモデル校づくりに取り組むこととなっ

た。

また、当初より「子どものために必要であるJ

と認識してはいたが取り組めずにいたご学校とい

う場の改革という枠を越える新たな分野での取り

組みかへのチャレンジ"-'SDP実施校と大学との協

同による教員養成プログラム改革(ニュ…オーリ

ンズSuthernUniversityと公立学校システムと

の共関プロジェクトとして開始され、他州にも拡

大している)や、学校を就学前児、そして子ども

のみでなくその家庭をも援助する地域のセンター



James. P. Comerの学校改革 43 

としようというE.Ziglerの '21世紀の学校プロ 子どもの場合は家庭自体が圧迫されており、また

グラム」と SDPスクールとを合併しようという 居住地域が荒廃しているため学校外でそれらの発

CoZiプロジェクト等~が可能になった。これらの 遣に必要な機会やそれらを促すような環境に恵ま

取り組みは現在も続行中である(11)。 れることは期待しづらいものであるが、現代の捜

3 カマーの学校改革

(1) 学校改革の最大目標

学校改革を社会改革の手段と位置付けた先人と

してはデューイが有名であるが、カマーもまた学

校改革を社会を変えるための有効な手段とみなし

ていた。「不利益層の子どもの問題の根底には政

治・経済の問題…...適切な働き口の乏しさや家庭

や地位の発展を支える政策の乏しさ……がある、

ということは認識している必要があるが、大きな

社会・経済的変化を起こさないと問題が解決され

えないというわけではなく、そうしたwait to 

millennium policyによって最も犠牲を被るのは

現在苦境にある不利雄躍の子どもたちである。

校だけで子どもにすべてを与えることができな

い、ということは認識しておくべきだが、よい影

を与え得る場であることもまた確かである。ミ

レニアムを可能にするかもしれないのは、不利を

負う子どもたちに適切な社会的成長と学びとを保

障することであろう。(12)J というのがカマーの考

えであった。

学校改革において目指されるところは多様であ

るが、カマーの学校改革は何を自指してなされた

ものなのか。どこに最も焦点を当てた取り組みな

のか。このことを知ることは活動について理解す

る上で重要でドあるが、カマ…の学校改革の最大目

標は、学校を「アカデミックスキル(学力)・ソ

シャルスキルの両面において、子どもたちがこの

社会で将来責任ある大人・市民としてやってゆく

のに必要な程度のものを身につけさせる」という

役割を果たせる場に変えるというものである。具

体的には、学校を、国の標準テストで測られるよ

うな狭い意味での、学カグに関してメインストリー

ムの子どもたちに引けを取らない程度まで向上さ

せるという役割と、能来の大部分の学校では重視

されてこなかったが、そしてマイノリティ家庭の

雑な社会を生き抜いていくために、そして実擦に

職に就きやってゆく際に求められるものである広

い意味での学力・社会寵でのスキル(自律能力・

人間関係スキル等……)を十分に身につけさせる、

という役割を果たせる場に変えるというものであ

る。

当時の大部分の学校は、学カグを重視し、子ど

もの全面的な発達を担う場とはなっていなかっ

た。インナーシティの学校においてはそうした、学

力汐の形成すら困難であったのだが、カマーが学

校改茶の到達先として設定したのは、単に、学力か

の形成という機能を適切に果たす場ではなく、

供の全面的な発達を支えイ足す場、デュ…イがいう

、全人的なか子どもを育てる場であった。

SDPはこの最大臣標を達成するための方策で

あるといえる。

(2) School Development Program :カマーの

学校改革プログラム

カマーがSDPの主要自標として掲げているの

は「子どもの全面的な発達をサポートし、学業面

での成功に するように学校内のすべての

人々、そしてコミュニティのメンバーを総動員す

る。J というものである。

SDPは子どもの発達や発達と環境との棺関に

ついての知識、学校内の人々・学校というシステ

ム自体・そして学校外部と学校との間のダイナミ

ズムについての理解を基盤とするものであり、そ

れらを重視するパースペクティヴに立つものであ

る。また、「すべての学校活動は、子どもを中心に

摺えて(child-centered)"なされるべきりという

考えに立つものである。

学校改革論議においては「運営組織の改革か教

育方法・内容の変革かJ ということがよく雷われ

る。学校改革プログラム、特に、子どもの、学カグ

の向上を主要目標とする取り組みではカリキュラ
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ム・指導法といった特定の分野、教員といった特

定のグループに焦点を当てるものもみられる。し

かし SDPは学校におげるすべての分野、学校に

参加しているすべてのグル}プに焦点を当て、学

校の一部の改善ではなく学校というシステム全体

を根本的に変えようという包括的 (comprehen榊

sive)アプローチを採るものである。

但し、SDPは包括的アプローチを謀るものでは

あるが、すべての分野に同時に均等に焦点を当て

て取り組むものではない。SDP実施校においてま

ず第一にそして重点的に取り組まれるのは「学校

に参加するすべての人々・グループ間の、climate

of relationshipsグを子どもの学び・社会的発達を

促すようなpositive• productiveなものに変える

こと」である。そしてこれは、 SDPにおいて最大

目標の達成のために最も有効な手段としてみなさ

れていることでもある。このように、goodrela-

tionships (よい関係Yの構築を何よりも強調する

ために、 SDPは、feel-good"プログラムと誤解さ

れることもある。学校を feel-goodな場にするこ

とは、インナーシティのような荒廃した地域の学

校再建においては不可欠の要素とされているもの

である。家庭や地域が安全な居場所となっていな

い子どもがいるという現実に対応するためにも、

これを求める声は高まりつつある。しかし、 SDP

が目指すのは単なる feel-goodな雰囲気の学校を

はるかに越えたものである。 SDPにおいては「心

理学的な観点からみて、育むような (nurturing)グ

雰密気と教育学的な観点、からみて、きちんとした

(exemplary)グ雰囲気の双方を備えた学校」の構築

が自指されるJそれらの両方が学校にあるときに

学校スタップは学業菌での成功と望ましい社会的

行動の両方を可能にするようなかたちで生徒の全

面的な発達をサポートできるりというのがSDP

の重要コンセプトのーっとなっている。

、よい関係汐の構築を自撰達成のための手段とし

て最重視するアプローチが採用されたのは、第ー

には、子どもの学びは環境や周盟の人々との関係

のあり方に強く栢関するものであるという認識

(これは「子供の全面的な発達が健全なかたちです

すんでいくことを保障する、あるいは促すような

関係が蒋在することが子供の学びがうまくいく前

提である」・「子供は教えるというかたちをとるこ

とのみからではなく、その生活すべてから特に自

分にとって身近で重要な人々との係わり合いの中

から学ぶ、ものである」といった言葉(13)に顕著)、そ

してポジティヴな「関係」がもっ力への稜極的な

評価(r教師一生徒間の良好な関係は特別な教材や

技法に勝る教えの手段である」といった言葉(叫に

顕著)のためである。

そして、出席率の低さ・問題行動の多さ・勉強

への意欲の抵さ等々の問題ゆえに授業が成り立つ

こと自体が盟難なインナーシティスクールにおい

ては、、よい関係かを築くための取り組みが十分に

なされることにより学校の雰圏気が落ち着いてい

くこと、それらの問題が緩和されて、生徒の出席

率・自己肯定感・勉強への姿勢といったものがよ

いものになっていくこと自体が大きな意味を持

つ。また、これらが十分になされないことにはそ

の他の分野、例えばカリキュラムや指導法の分野

でどんなに工夫がなされても効果を持ち得ない。

一このようにインナーシティスクールの現実を

適切に認識していたためである。「、よい関係グが

構築されるだけでも、生徒の学びや社会的な発達

というものはずいぶんとよいものになる。更なる

向上を求めるのならばカリキュラムや指導法の分

野での工夫が必要となってくるりというのが

SDPにおける考え方なのである。

ホよい関係汐が構築された学校をカマーは

、learningand caring community"と表現してい

る。SDPは一言でいうならば学校を learningand 

caring communityとすることで上記の目標を達

成しようという包括的な学校改革プログラムであ

る。

(3) learning and caring communityを築くた

めの具体的な方策

それでは、ホよい関係。の構築のための方策とは

何なのか。SDPにおいて不可欠の方策とされてい

るのは以下の3つである。これらは、カマーがマ
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イノリティの子どもが従来の学校でうまくやれな

い根本原因として捉えていた問題

-学校のメカニズム、特に運営組織の不備

・親や家庭への社会・経詩的、その他様々な圧迫

とそれによる子どもの発達の不十分・儒り

・学校における、子どもの発達・発達と環境との

相関についての知識、社会・行動科学の知識の不

足による学校スタップの子どもへの不十分な理

解・不適切な対応

に対!忘するためのものでもある。

1)学校運営組織の変革

学校が子どものニーズに応える場となっていな

いのに、変化や改良がなされないことはしばしば

ある。カマーは、官僚的な学校組織のあり方や運

営スタイルといったものが変化や改良を大きく臨

んでいるとみなしていた。

教員や校長といった学校現場の人々が栢応の裁

もって、学校単位で独自に決定・運営を行

ない学校を動かしてゆく仕組みは、学校を子ども

のニーズに応える場としてゆくのに不可欠な要素

である。このことは60年代の一連の「効果のあが

る学校(effectiveschooD J運動の中で実証されて

きたことである同が、現在では、こうした運営の

あり方は「学校を基礎とする教育経営 (School-

Based Management : SBM) J と称されている。

SDPはこの SBMを採用するアプローチである。

SBM論においては「学区・州・国の教育行政機

関一学校関の官僚制を改革するものか、これに適

応するものか」ということが大きな論点となって

いるが、それに対し、そうした組織関の分権化よ

りも、学校内で官僚制を体現し決定を独占する校

長のあり方を問題とし、教師・校長の役割、教師一

校長関の関係の転換の必要性を主張する論者もい

る(16)0SDPにおける SBMはそうした論者の主張

を体現するものとなっている。

但し、カマーが問題とし変革すべきと考えたの

は、校長一教師関の官僚的な関係のみではない。

彼はしっかりした、教育的リーダーかの不在を学

校問題の大きな要因のーっとして捉えていた。か

つての学校では大抵の場合、教育的リーダーを務

めるべき校長は必要なトレーニングの不足やそれ

による知識やスキルの不足により、教育的リー

ダーにはなり得ておらず、財政管理等の行政手続

的な業務にとどまっていた。一人が決定を独占す

るということは避けなければならないが、学校と

いうシステムが適切に動いていくには強いリー

ダーシップを持ってまとめていく存在、適切に

リーダーとしての権践を行使する存在は不可欠で

ある。また、リーダーとしての権限を校長以外の

他のグループの代表に委譲することでは問題は解

決されない。

こうした考えより SDPでは従来と悶様校長を

リ}ダーとしている。校長はリーダーであるだけ

ではなく最終決定の権限をもっ者であり、その

powerを弱めることは厳禁とされている。しかし

校長が学校運営に関する様々な重要事凄を独占的

に決定することはない。 SDPでは、運営組織に教

員のみでなく親をはじめとする学校に関わるすべ

てのグループの代表が参加することかを必須とす

るのだが、校長一代表問の関係はかつてのような

、決定一従うかという官僚的なものではなく、、学

校運営というプロジェクトに関わるパートナ…か

という関係であるJ非難しあうことなくかご協働'

で任務に取り組み、物事の決定は投票によってで

はなくできる隈り話し合いによる、同意'によっ

て行なうという方針がとられている。

すべてのグル}プの代表の参加を必須としてい

るのは、意志決定の過程にすべてのグループが実

質的に参加することにより、各グループの見方・

意見が共有され、また実擦の活動にバランスよく

反映されること、学校活動に実質的に貢献できて

いると実感できることが可能になるが、これらの

ことがグル}プ関の対立・不和を減らし、、関係か

をそして学校のclimateを良いものにするために

不可欠・最善の手段である、という考えに拠って

いる O

SDP f点、学校改革のプロセスに方向性を与え

その焦点を明確にし、運営組織が先導役となって

かつ組織的に協調的に取り組めるような一連の活

動プランを提供するために、学校活動全般の年間
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活動プランを作成することか、、そのプランに基づ

く活動の監督Cmonitoring)・評価を継続的に行い

それらの結果を実際の活動にフィードパックずる

こと、つまりデータに基づいてその都度必要があ

れば活動プログラムの変更・改良を行なうことか、

そしてごスタップのスキル向上に取り組むことか、

という 3つの活動を thethree operationsとし、

非常に重視するものであるが、SDPスクールにお

いてこれらを担うのは運営組織SPMTCSchool 

Planning and Managing Team)である。 SPMT

は、これらを担いかっ全体のコーディネートを行

なう学校の中心的存在として、そして意志決定機

構として活動するのだが、それが可能になってい

るのは上記のような変革がなされているからであ

る。

尚、運営組織における活動方針となっている、非

難しあわないくno-fault>¥、協働くcollabora-

tion>ぺ、同意(による決定)くconsensus>"の3つ

はSPMTのみならず、 SDPスク…ル全体の方針

であるJこれらのうちの一つでも他のものに龍き

換えられたなら、学校改革の実質は大きく変わっ

てしまうだろうりという言葉が示すように、 SDP

はこれら thethree guiding principlesのもと活動

が進められることを不可欠の要件としている。

2 )学校に親を参加させること

SDPでは、学校が競と関わりをもつことを、

校を子どもの発達を全面的に促す場とするための

基盤と位置付けている。

親の参加には多様な形態がある{川が、 SDPに

おける参加とは、親を、特にこれまで学校への疎

遠感などのために子どもの教育に関わってこな

かった親たちを、学校生活のすべての面に「巻き

込むJ というものである。

親は子どもにとって最初の教師であり重要なモ

デルとなる存在である。親の見方・姿勢 Chabitof 

mind)というものは確実に子どもに反映するもの

であるが、自身が社会的マイノリティである親た

ちの多くは、自己のかつての経験により学校に対

して不信感・疎遠感を抱いており、また社会的に

不利な状況におかれてきた・いるために社会や人

生に対してネガティヴな見方・姿勢の者が多い。

そうした彼らを学校に参加させるのは容易なこと

ではないが、参加による出会いやそこでの活動に

よって親自身がempowermentされ、その姿勢や

見方がポジティヴなものに変わっていくこと、子

供.・教育への関心が高まること、学校に協力的に

なること……は、子供の学校への適誌や学びの成

功、ひいては将来の成功に大きく貢献するもので

ある。

また親の参加は、スタップが安易な解決法で済

ませようという方向に向かったときにそれをとど

める役割をする等して学校のアカウンタビリティ

を高めるという効果や、インナーシティの子ども

たちの文化に根付く価値観や関心が尊重されるこ

とが保障され、コミュニティのニーズが反映され

ることに役立つという効果をも持つものである。

これらの理由ゆえ、 SDPでは、親を学校に参加

させることグを非常に重視している O なるべく多

数の参加を得るための策として SDPが採ってい

るのは、幅広い形態・程度の参加が可能なように

多様なプログラムを設ける、というものである。

プログラムは3つに大別できるが、それらを関わ

りの程度が大きな顧に挙げると、学校の運営組織

に親の代表として参加し学校スタッフと協働する

というもの、国書館司書・カフェテリアでの給仕・

教師補佐・パソコン等使用時の助手・新入の親の

ガイド役等を有給あるいはボランティアで務める

というもの、 PTA等の会合への出搾やパザ…・お

茶会・コーラスプログラムなどのソーシャルアク

ティピティへの参加、となっている。

但し、学校に対して不信感や疎遠感を持つ親が

多い地域では、これらのプログラムへの参加を得

るためには、学校スタップと親との間に信頼関係

そ築くことがまずは必要である。 pilot-stageの初

期段階においては、学校側の考えをオープンにす

ること、学校の関から積極的に親と関わっていく

ことをできるところから様々なかたちでやってい

くこと、例えば定期的なpositivecall， memos/ 

家庭への訪問/多くの家庭と関わりがありある程

度の信頼関係を持っている組織とのネットワーク
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づくり、に多くの努力が向けられた。また、スタッ

プに親が親しみを持つことを目的として開催され

た長期のワークショップにおいては、なるべく多

くの親の参加を得るために、参加者に小額の報奨

金を支払うという対策もとられていた。

尚、 SDPにおいては学校に参加する親たちは

PT (Parent Team)と称される。

3 )学校スタップに、これまで不足していた知

識・それらを実際に応用できるだけの力量を

身につけさせること、及び学校におけるすべ

ての活動がこれらの知識に基づいてなされる

ようにすること

カマーは、子どもの発達、発達と環境との相関

についての知識や社会・行動科学についての知識

を、学校が子どもの発達を全面的に促す場となる

ためには必須のものと捉えていたが、当時の大半

の学校には不足しているものであった。学校ス

タップの多くは、学校と家庭との価値観や文化に

おける適合の度合いや関保のあり方が子どもの全

面的な発達にも学力の成功にも影響するものであ

る、ということを十分認識しておらず、またそう

した知識を実擦の活動に応用するためのトレーニ

ングを受けていなかった。マイノリティの子ども

たちゃ家躍がおかれている状況やそうした状況に

おかれているがゆえの特有の心理状況といったも

のを理解するのに必要な知識に欠けていた。

不利益層の家庭ではうとどもに学校で好調なス

タートを切るために必要なだけの準備をすること

は容易ではなく、また不利益層の子ども達がメイ

ンストリームの文化が中心で、ある従来の学校に適

応するのは容易なことではなかったが、そうした

知識・力量に欠けていた学校スタッフは子どもた

ちに対して適切な関わりをもつことができずにい

た。メインストリームとは異なるスキルを示す子

どもたちはしばしばrbadJ、「頭が悪い」、「知力が

低い者であるJ、とみなされた。そうした従来の学

校ではマイノリティの子どもが自己肯定感や「や

ればできるJ という感覚を持つことは難しかった

のである。

SDPは、子どもの発達やメンタルヘルスなどに

関する知識をもっ学校内外の専門家(カウンセ

ラー、スクールナース、特殊教育専門家・ソ…シャ

ルワ…カー・地域のリレーションワーカー・福祉

ケースワーカ一等)より構成されるチーム Stu-

dent and Staff Support Team (SSST)をおく

ことを必須とする。これらの専門家たちは通常は

個々に職務を行なう傾向にあるが、そうしたスタ

イルではなく協儲しあいチームとして取り組むこ

とをSDPにおいては求められる。 SSSTは生徒

の個別の問題にも対処するのだが、「対桂療法的で

あるよりも予訪的にJ そして して」取り組

む、というのがこのチームの方針であり、生徒の

適応、やその1ifepathsに影響を与えやすい学校全

体の雰囲気や心理面での問題に対応すべく、以下

のような職務を行なうことがその主要な役目であ

る。

-彼らの代表が運営組織に参加し協働することに

より子どもの発達…ーその他の知識を、スキル

を学校のすべてに応用させるo また、学校にお

ける方針その他の変革の擦にはそれらが、対症

療法的グなものではなく、予防的グなものとな

るよう提案する。

-親一学校スタップ聞の相互作用を容易にす

る。

-教員らのスキル向上のためのワークショップ

を開催する。

・教員らが生徒とその発達と成長を促せるよう

なかたちで関わることを援助するために相談

に乗る。

-小さな問題が深刻な問題になることを防ぐた

めの教員らの方策作りの援助。

・教室での活動と特別教育(遅れを見せている

子どもへの補習等)との間の橋渡しをする0

.学校に関わるすべての人がよりよいサポート

のあり方に関して話し合えるようにフォーラ

ムを開催する。

これらの職務に SSSTが十分に務めることに

よって、「スタップに知識と力量をつけるというこ

と・そして学校におけるすべての活動がそれらに

基づいてなされるということJが可能になるので
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ある。

(4) カリキュラム・指導法の分野に関して

前述と重なるが rGood-relationshipsが構築さ

れるだけでも、生徒の学びや社会的な発達という

ものはずいぶんとよいものになる。更なる向上を

求めるのならばカリキュラムや指導法の分野での

工夫が必要となってくるりというのがSDPにお

けるカリキュラム・指導法の分野に対しての基本

的な考え方である。

SDPのプロセスは教部自身が子どものためと

なるカリキュラムや指導法を見出させるものと

なっているが、 SDP自体は、特定のカリキュラム

や指導法を実施校に処方するものではない。現在

では、カリキュラムの開発の援助に置接的に関わ

るユニットがあるが、これがおかれたのは最近の

ことである。

子どもの発達その地の知識をすべての基盤とす

ること、、協働かをはじめとする three guiding 

principlesのもと活動すること、といったこれま

で述べてきたことがこの分野でももちろん必須でト

ある。それゆえ「個々の子どもの発達の程度に即

したカリキュラムづくり・指導……これはread-

ingに開題を抱えた生徒にとって有効な手法の要

素くEssentialsof Literacy>から学んでなされ

るふ「教員はグル}プあるいはペアとなって互い

に助け合いながら指導を行なうことくTeachers-

Helping-Teachers> Jが重視されるのであり、かつ

実際にこれらを行っていくことが可能となるので

ある。

SDPは、前述したように、国の課す標準テスト

で生徒が相応の成績を収められるようにするこ

とかと、狭い学力商のみでなく子供の全面的な発

達を支え促すことかの両方を目指すものである。

それゆえ、この二つの両立を可能にすること、バ

ランスをとってやっていくことくbalanced鴫

curriculumの開発〉がこの分野においては重損さ

れている。そのための工夫として、例えば標準テ

ストのための勉強にかける時簡をなるべく短く

し、かっ効巣を上げるようにすること、留のスタ

ンダードをうまく組み込むといったことがなされ

る。

国や州、!の掲げるスタンダードを受け入れ、標準

テスト対策に力を入れていることに対しては「社

会のマイノリティを苦しめている棋本的な問題の

解決に貢献しないのではないかj という批判もあ

る。しかし、現在のアメリカにおいてはこうした

テストそクリア}しある程度の学歴を得ること

は、将来労働条件のよい職を得る際の必須要件で

ある。またこうしたテストはー殻社会で広く受け

入れられており、生徒がテストで修める成績が、

プログラムや学校の評舗の擦の基準として頻繁に

舟いられている。そして、患のプロジェクトに組

み込まれることのメリット(組み込まれると公的

な助成金がつく。カマーのプログラムはコストを

多く必要とするものではないが、学校改革プログ

ラムを実施するにはある程度のお金が必要で、あ

り、貧困層・マイノリティの子どもを抱える学区

は貧しいことが多い。また、組み込まれると多く

の学校での実施が可能になりその分多くの子ども

の力になれる。)は大きいが、国は、学力かの向上

を目指しているため、これに成果を上げられるプ

ログラムであることはそのための必要条件となっ

ている O「現実を考えると留のやり方に逆らってば

かりはいられない。しかし、、子どもに十分な全面

的な成長をさせてやることか、がおろそかになって

はならない。自分たちの宮指すところとうまく両

立してやっていこう」というのが、カマーの菌の

スタンダードに対してのスタンスである。

(5) SDPの実施

学校改革プログラムが摘発されても、それを実

施するための仕組みがなければ活用され得ない。

それゆえ YCSCはpilot-stageでの共同の後は、

共同の成果である SDPを実際に他校で実施する

ためのアプローチ・システムづくりに尽力したの

であった。

SDPの実施は学校単独でなされ得るものでは

なく、学区の教育行政機関の支持・協力が必須で

ある。 SDPの実施は通常は、学校と学区と SDP
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ブアシリテーターが共同で、 YCSCのSDPス

タッフやYCSCが設置した複製のためのユニッ

トによるサポートを受けつつなされる。 YCSCは

公立学校に対しての学校改革の援助を業務とする

NPOのようなものである、と考えると実施校と

YCSCとの関係は理解しやすいかもしれない。

キ SDPブァシリテーター*

SDPの実施においては学校学豆、 YCSC、そ

の他の機関関のコーディネーター・学校現場での

トレーナーを務める、SDPブアシリテータ一、を

おくことが必須である。SDPブアシリテーターを

務めるのは大抵の場合、学校現場での勤務経験を

もつが、現在では学校システムの外にいる人々で

ある。彼らは学区により麗用され、 SDP実施校に

対して派遣されるというかたちで、そして学校内

ではどのチームにも講さず、独立した存在として活

動する。SDP実施のプロセスにおいてリーダーを

務めるのは校長であるが、校長はこの変革の過穏

において孤立したり苦しんだりしがちである。ま

た、変革の途中においては校長のみでなく学校ス

タップは、ひっきりなしの細かな面への対応を求

められること等により共通のビジョンずら見失い

がちとなる。 SDPファシリテ…ターはコーディ

ネーター・トレーナーという役割のみでなく、校

長や学校スタッフに対して必要なフィードノfツク

や指導を提供し、ビジョンを思い出させ、進歩の

目安を提示したりして彼らを援助するという役割

も来たす。これは学校改革に深く関わるが学校外

部の存在であり、学校内で独立した存在であるか

らこそできることでもある。

1)実施のプロセス

SDPは実施したいと思ってすぐになされ得る

ものではなく、実際の実施に入る前に十分な準備

がなされていることが、実施の成功のためには不

可欠である。

SDPへの関心は学校レベルで寄せられる場合

も学毘レベルで寄せられる場合もあるが、いずれ

の場合においても実際の実施に入る前に、SDPの

実施が彼らにとって正しい選択なのかどうかにつ

いて、学区の教育行政機関も交えた委員会を立ち

上げて、十分に話し合い検討することが必要であ

る。SDPの実施は学校での正式な決定を必要とす

るものではないが、十分な検討の後に実施が決定

されたならば、学校・学区教育行政機関の両方が

SDPを用いての学校改革に参与する、ということ

を明確に示すことは必要とされる。SDP実施をエ

ントリーしたならば、次になされるのはファシリ

テーターの選出である。こうした学区レベルでの

準備(、Planningand Preorientation")に通常は

半年から 1年が要される。

次のOrientationStageにおいては、 keyper-

sonへのトレーニング、 SDPについての構報を学

校改革に携わる人々に広め、そのミッション・目

標・理念に親しませること、 Thethree teamsの

立ち上げ等がなされる。 SDP実施における key

personである、ブアシリテーターと校長がSDP

について深く理解し、棺応の力量を持っているこ

とが必須なのは雷うまでもない。それゆえファシ

リテーターは学校現場での実施に入る前に、ブア

シリテーター養成を専門に行なう TheRegional 

Professional Develop Center/the regional train-

ing centersによる集中的なトレーニングを受け、

両人がYCSCのSDPスタップによる 1週間の

ワークショップに参加することとなっている。こ

れらのトレーニング・ワークショップの後ブアシ

リテーターは学校に派遣されるが、すぐに The

three teams (SPMT、PT、SSST)を立ち上げ

るのではなく、まずpre峨conditionづくり(学校ス

タップや親の SDPについての理解を深めるこ

と・彼らに SDPは成果をよげ得るものであり、実

施は成功しうるものであるということを確信させ

ること)に取り組む。これが入念になされること

が実施の成功にとって重要である。このstageに

通常は 1~2 年が要される。

先に挙げた Thethree teams、Thethree opera舗

tions、Thethree guiding principlesがSDPの

basic processの要素である。これらは孤立しては

機能しないものであり、かっ一つも欠いてはなら

ないものであるが、これらの要素すべてが学校に

おいて適切にそして効果的に機能するようになる
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までに通常は 3~4 年は要する。そして学校すべ

てのoperationsにSDPの要素が統合され、学校

全体に SDPの理念が浸透するまでには通常は 4

~ら年は要する O

一通りの変革を終えてしまえば、それでよしと

いうものではなく、今度はその変革による効果の

維持ということに実施校は取り組んでゆかねばな

らない。親の参加や継続的なmonitoring'評価、

guiding principlesといった SDP自体の要素は効

果の維持にとっても有効であるが、外部の機関に

よる支えも不可欠である。実施校は変革の最中の

みでなく変革後も必要があればその都度YCSC

のSDPスタップに助言を求めることが可能であ

る。また各学区における SDP実施の状況の調査・

評価を担うユニット (TheResearch and evalua“ 

tion)により学校レベルでは得づらいデータの提

供を受けられる。また、実施校は少なくとも年に

2回は実施の、質かの評定を受けるために、 YCSC

のSDPスタップの視察を受けることを必要とす

る。

2 )コスト

プログラムの実施にかかるコストがどの程度か

ということは、プログラムの実施可能性を大きく

在右するものである。できるだけ多くの学校で実

施可能なプログラムの開発を望んでいたカマーは

それゆえ、当初より低コストのプログラムとする

ことを呂擦の一つに据えていた。先に挙げた校長

らへのトレーニング、SDPスタップによる視察と

いった YCSCによるサポートは無料で行われる

ものではなく(問、SDPの実施においてはある程度

のお金が必要である。しかし、 SDPのアプローチ

自体は、 r(学校)現場で、学校、家族、コミュニ

ティの現実的な、かつまた滞在的な諸資漉の構造

を変更する(川」というものであり、新たな設備や

スタップ・特別な教材等を絶対的に必要とするも

のではないために、それ以外には特別にお金を要

するものではない(20)。

(6) カマーの学校改革及びSDPの麗史的意義

カマーの学校改革活動は「できるだけ多くの社

会的不利益を負う子ども・親の力となるJ ことを

目指して開始され、学校を、子どもの将来のチャ

ンスを高めるかのみでなく、子どもの今を畳かな

ものにすることかにも費献する場とする SDPを

開発した。さらにそれを実施するためのアプロー

チとシステムづくりの努力を経て、 2000年までに

721校に及ぶ学校にSDPを普及させてきた。

公立学校の改革の必要性は自明であってもそれ

は決して容易なことではない。特に、カマーの活

動のように荒賭したインナーシティにおける活動

の場合にはなおのことである。それにもかかわら

ず、カマーの活動は現状の応急処置をしようとい

うものではなく、「子どもの全面的な発達を支える

(全人的な子どもを育てる)Jといった、時には理

想主義ともとられかねないような高い自擦を掲

げ、「誰のための改革かJ r何のための改革か」と

いう問いかけを自ら符ないつつなされてきたもの

である(21)。

SDP実施校のすべてが学校改革に成功してい

るわけではないが、実際に多くの学校において子

どもや親の力となってきたことは事実である。成

功ばかりではなくても、SDPは公立学校の改革、

なかでも荒廃したインナーシティの学校改革とい

う難しい取り組みにとって不可欠の要素や視点を

示す重要なプログラムである(問。それゆえその活

動は多くの人に注目されてきたし、現在でもされ

ている。マイノリティ児童の学力向上に成果をあ

げてきたカマーの活動には国も注目し、例えば

1991年のGoals2000においては先駆的なschool

reformersの一人、そして効果的な学校改革プロ

グラムの…っとして取り上げられ{刷、「新しいア

メリカの学校」づくりのモデルとなる学校開発の

際に、協働を求められた。

現在ではSDPの他にも効果的であることが実

証・評価されている Comprehensive School 

Reformプログラムは少なくとも 32個は存在し

ている (24)。そうした地のプログラムの概要を参照

すると、SDPにおいて目標達成のために不可欠と

されている要素(例えば、親の参加つを組み込ん

でいるものや同様の実施のシステムをもつものが
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多数あることがわかる。しかし、カマ…の活動が

1960年代に開始されたものであるのに対し、CSR

プログラム開発の取り組みの多くは 80年代に

手されたものである(向。また、カマーが取り組み

のpilot-悦ageで採った、民間の (private)大学と

公立(pub1ic)学校システムが共同で学校改革を進

めるというスタイルは、現在では学校改革動向に

おいてポピュラーなもののーっとなっているが、

その当時はそれは、challenge"だ、った(26)のであ

る。

子どもたちにとって真の支援となりうる学校改

革をしようとする際、成功に必要な要素や失敗の

要簡を示してくれるような前例jがあるのとないの

とでは取り組みの難易度は大きく異なってくるだ

ろう。「これまでのどの時代よりも 90年代には多

くの学校でポジティヴな変化を起こし得るような

十分に発展した、不利益を負う子どもたちのため

のプログラムが存在している (27)Jが、現在ここま

での段階に達することができているのはこうした

改革の必要性への人々の認識・関心が低かった頃

から活動に着手し、そうした要素を仮定し、試行

錯誤の実践の中でその効果を実証してきた先駆者

たちの努力に拠るところが大きい。カマーはそう

した先駆者の一人であり、SDPは多くの学校改革

プログラムの参考となってきたのである。

4 今後の展望

90年代に入ると、閣に SDPをはじめとする学

校改革プログラム及びこれを実施するための組

織・システムを、マイノリティ児童の学力向上を

はじめとする国家目標達成に有益な手段としてみ

なし活用していこうという動きがみられるように

なったがこの動向は今後も続いていくようであ

る。例えば1997年には、公立学校(特に貧閤地域

の学校)に助成金を与えることでSDPをはじめ

とする効果的なComprehensiveSchool Reform 

プログラムの実施を促進し、それにより生徒の成

を向上させようという新しい連邦法Compre闇

hensive School Reform Demonstration Pro-

gram (CSRD)の鱗定がなされ、実施に至ってい

る。

留が目的とするところは 80年代より変わらな

いが、手段として何を用いるかはず、いぶ、んと変化

してきたといえる(問。簡が重視している手段とし

ては他に、学校選択やヴァウチャー、チャータ

スクール等がある。これらには懸念も示されてい

るが(29にこれらと SDPのような学校改革プログ

ラムが適切に結びついていくならば、学校改革に

より多くの学校が実質的に子どものサポートをし

ていく場となることが期待できるo

1990年以降カマーは SDPの普及のみでなく

「学校改革の枠を越える取り組み」にも取り組んで

きた。最後にそのなかの一つである CoZiプロ

ジェクトについて角虫れておきたい。

これまでの多くの学校改革の焦点は学業面に当

てられてきたが、一方には学校改革の主流ではな

いが、学校が従来は担ってこなかった機能、そし

て時間にまで学校の投割を拡大しようという動

き、具体的には学校に福祉・メンタルヘルス等の

分野でのサービスの提供機能をもたせよう、学齢

期の児童のみでなく就学部の子どもにも・そして

子どものみでなくその親にもサポートサービスを

提供しよう、放課後・週末・長期休暇期といった

non.‘school hoursの子どもに安全な環境や遊び場

を提供すべく学校開放時間を延長・延期しようと

いう動向があった。そして近年?はこの、拡大'

を求める声が高まりつつある。その蕗動力となっ

ているのは貧困や家庭崩壊の増大により多くの子

どもたちが、拡大グを必要とする状況におかれて

いることへの認識の高まりであり、、拡大Hによる

学力向上への期待である。

カマーの学校改革は学業部に焦点を当てはする

が、社会的な面での発達をはじめ子どもの全面的

な発達を目指すという点で他の多くの活動とは一

線を顧すものであるといえるが、子どもが学校で

過ごす時間 (schoolhours)をよいものにするこ

と・学校の伝統的機能である教育活動をよいもの

にすることの域を超えるものではなかった。つま

りSDPは、質のよい教育汐の提供においては効果
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的なプログラムであったが、サポートサービスグ

の提供に焦点を当てたものでーはなかった(30)。

CoZiプロジェクトにおいて SDPの共同相手

である rSchoolof the 21st Century J は、カマー

と同じYCSCの教授であり、ヘッドスタートの主

要推進者としての経歴を持つ E.Ziglerが、学校を

どもたちが社会的・心理的・健康的問題を克服

できるように家族支援の様々なサービスを相互に

関連付けるコミュニティセンターにすることを自

標として、 1987年に開始したプログラムである。

提供されるサービスは、学校関で若干の違いはあ

るが、乳児を抱えた親の援助・ニーズを抱えた家

庭への訪問・ 3"-'5歳児のためのデイケア(就学

前教育)・始業前や放課後の学童保育・10代の妊娠

防止プログラム・成人への識字教室といったもの

となっている。つまり、これまで、学校では担って

こなかった機能や時間におけるものではあるが、

どもにとって必要なサービスを最大限に盛り込

んだプログラムであるといえる。、質のよい教育汐

の提供を行う SDPスクーlレと Ziglerのプログラ

ムとが適切に結びつけば、学校は質のよい教育と

多様なサポートサービスの提供の南方を担う、フ

ルサービススクールかとなり、 nonschool-hours' 

school句hoursの両方において子どもを支える場

となる (31)。

フルサービススクールが不利益躍の子どもに

とって大きな支援となるであろうことは明らかで

あるが、フルサービスを一括して提供するという

one-stop shoppingアプローチに対しては、「魅力

的ではあるが、社会サービスの調整や供給に関す

る新しいシステムへの移行はほとんど疑いなくお

金を必要とする(つまり多くのコストを要する:

筆者注)こと、機関間の連携の難しさ、行政から

の支持の得づらさ等により実行可能性は低いので

はないか」という懸念が示されている(32)。しかし、

この懸念は学校をーからブルサービススク}ルと

しようとする取り組みに対してのものと思われ、

SDPスクーノレと Ziglerのプログラムを統合して

フルサービススクールとすることは「ーからj に

比べれば難易度は低いものと思われる。とはいえ、

CoZiスクールも今はまだ数少なく実験的な段階

にとどまっている。そして学校改革全体の中で見

れば、こうした動きは少数派である。学校をフル

サービススクールとすることの可能性はカマーが

取り組みをはじめた 60年代に比べればずいぶん

まってはいるが、この挑戦は始まったばかりで

ある。

しかし、フルサービスの提供はしばらくは望め

ないにしても、学校の機能拡大の動向自体は、大

部分の学校においては当面は国が教育目標として

掲げている「学校解放時間の延長」といった連携

の困難性やコストのかからない菌に限られるかも

しれないが、すすんでいくのではないかと思われ

る。

カマーはその最新書 ~Chi1dby Chi1d~ において

「近年の改革の多くは、学校選択・チャータース

クール・パウチャー・民営化といった、powerかの

開題、テストスコア、そして親・教師・行政官・

政治家が何を求めているか、といったことに関心

を寄せ、子どもがその成長・発達のために何を必

要としているのか・大人としての義務と責任を果

たせるようになるには伺が必要か、といったこと

に自を向けていない。教育というものの重要性を

考えると、『何かをしなければ、早く改善しなけれ

ば……』という傾向になりがちなことは理解でき

るのだが、改革が子どもを中心に据えてなされな

い眼り、子どももそして社会もますます傷ついて

いくだろうりという警告そしている(問。現在は80

年代に比べれば、学校改革の内実が子どもの力と

なるものとなる可能性はずいぶんと高くなってい

るが、こうした警告に耳を傾けないのなら、過去

と同様の過ちは容易に起こってしまう。これから

先の展望は暗いばかりではないが決して楽観的な

ものではないようである。
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ついてのホームページも活用した。

(4) Comer氏は自らの生い立ちについて fWaiting

for A MiracIeJ第 1意において詳しく語っている。

(5) 第二次世界大戦後は急速な技術発展、情報援の増

大、競争の激化等により、子どもがこの社会で将来

責任ある大人一市民として、親として、勤労者とし

て立派にやってゆけるような大人になるために満
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るが、子どもの SafePassege Iこ寄与するものばか
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育行政機関の変革を目標とする SystemicSDPの

構想が示されていたが、その後実践に移されたかど

うかは不明である。

QZ) Comer，“School Powerぺp268 
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Q5) 橋爪貞雄、 fニ000年のアメリカー教育戦絡
その背景と批判』、繁明書房、1992年、pp177-180及

びpp214-245 

側高野良一「学校の再生と教師参加型のSBMJ平原

好春編著 F学校参加と緩和j保障Jpp 125-139 

(17) アメリカにおける親の教育参加については、先に

Comerの先行研究のーっとして挙げた、岩永定氏の

論文に詳しい。「親を子どもの教育に巻き込む」とい

う形態の参加は現在では、閣の教育計闘でもその重

要性が強調されているが、全国的に注目されるよう

になったのは 90年代に入ってからのことである。

岩永氏は、こうした親参加が教育改革の本流となっ

ていくためには SBMと結びついていく必要があ

るとし、SDPをそのモデルというべきもののーっと
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して紹介している。

同例えば、実施校はトレーニングを受けるために

1000ドル、視察を受けるためには 1200ドル×人数

分の出費が必要である。 (2000年現在)

(19) 青木紀「教育における『選択』と『福祉~J W教育

福祉研究第5号』北海道大学教育学部教育計画

研究室、 1999、p70 

側インナーシティの学校改革プログラムとして

SDPと並んで頻繁に取り上げられるものがいくつ

かあるが、そのうちの一つである、Successfor Allグ

はreading能力の発達・向上に焦点、を当てたプログ

ラムであるが、これは目標遼成のために特別な教材

の使用を必須とするものである。このプログラムの

実施に必要なコストは、学校の規模により若干の差

はあるが平均して 1年目に 7万ドル、 2年自に 2万

8千ドル、 3年目に 2万 1千ドlレとなっている。

(NWREL rCatalog of School Reform ModelsJ 

1998， p 123) 

削 「侭のための改革か」、「誰のための改革か」という

問いかけが不十分だったり、目指す先が不適切で

あったがゆえの弊害は教育改革の歴史を振り返れ

ば明らかである。80年代の教育改革論議においては

「効果(あるいは成果)の上がる学校教育」がさかん

にいわれたが、閣の教育への姿勢を示すものとして

現夜のところ最も新しいものであるクリントン前

大統領の、Callto Action"によると、学校に成果

をよげることを求める憾向は今後一麿強くなって

いくようである(佐々木雨、「アメリカー厳しさを求

められる学校」、二宮精編著、『二十一世紀の社会と

学校世界二十四か国の教育政策から』、協同出版、

2000年、pp67-68)。学校に成果を上げることを強迫

的に求める動きに対して、選択制をはじめとする手

段を用いて達成したい成果とはそもそも何なのか・

何に対して効果のあがる学校なのか、といった視点

から開題を提出する動向がある(高野良一、 f前掲論

文』、 p113) 0 そこでは「そうした手段を照いて改家

を行うことを推進する前に、効果のメルクマールと

なっている標準テストの内容となっている知識そ

のもののあり方に関する検討がなされることが必

要でないのか。」、「そうした手段を用いた学校改革

が、学校外の際関によって引き起こされている階層

格差、マイノリティの子どもがとらわれている疎外

感の問題等に対して効巣を持ちうるものなのか。」

といった鋭い問いかけがなされている。

(22) Dryfoos，“Safe Passege"， p 101 

俗)橋爪貞雄、『前掲欝』、 pp272-273 

*橋爪は前掲警において Goals2000の全訳を掲

載している。

帥 CSRDにおいて実施を期待されているプログラ

ムとは、「生徒の成績向上に効果を上げているとい

うことが継続的かっ他地域での厳格な調交により

実証されていることj をはじめとする 9つの内容を

含むプログラムである。そうしたプログラムのモデ

ルとなり得る既存の学校改革プログラムのリスト

である、Catalogof School R巴formModelかを作

成した NWREL(Northwest Regional Educa-

tiona! Laboratory)は、そこでおのCSRプログラ

ムを紹介しているが、前書きにおいて、「モデルとな

るべくプログラムはここで紹介したものに限られ

るわけではない。」ということを強調している。

なお、 9つの内容とは以下の通りである。

1.効果が瀦査に裏付けられた、複製可能なメ

ソッド・方略一生徒の成績への影響への謂交

は多様な地域で数年間に渡って厳格になさ

れていること O

L 包括的なデザ、千ンで外部との提携をその要素

として含むもの。一少なくとも 50以上の学

校で複製されているもの。

3.専門職の養成 (ProfessionalDeve!opment) 

一実施前のトレーニング、実施中のコーチ、

技術的な援助を豊富に提供するもの。すべて

のスタップを参加させるもの。それらの内容

は質の高いものであること o

4.計測可能な目標・基準一学校がそうした目標

を設定する助けとなるような厳密な水準や、

フォーマルなプロセスに対して基準となる

ような明確な基準を持つものであること。

5.学校内でのサポートー学校レベルでのサ

ポートを正式に決定することはbuy-inプロ

セスでなされる。
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6.親・コミュニティの参加一親やコミュニティ

のメンバーを学校改善活動に参加させるた

めに多様なメカニズムを用いているもの。

7.外部の技術的なサポート・援助

8.評価のための方策一学区での実施、生徒の成

緩の評価を継続して行なうものであるか、あ

るいは学校に自身で評価を行なうための

フォーマルなプロセスを提供するもの。

9.資源のコーディネートー学校が(既存の資源

を:筆者注)分析すること、再配置すること、

助成源そ連邦・ナN・地方・民関において探す

ことを援助するもの。

(お，) NWREL， "Catalog of School Reformぺ1998，p 7 

(26) Comer，“School Power"， prologu巴p6

。7) Dryfoos，“Safe Passege"， p 104 
側アメリカでは 80年代は教育改革の 10年であっ

たといわれ、それ以降模索が続いているが、教育改

革論議に直接火をつけたのは、‘学力かの低下及びそ

れによるアメリカの国力・威信の低下への危機感で

あったとされている。80年代にはマイノリティの子

どもを含b全ての子どもの学力向上が目指された

が、列、i主導の達成水準の引き上げ等によっては成果

は上がらなかった。そうした失敗を教訓としたの

か、 1991年のGoals2000は、高い学力水準の達成を

掲げる一方で子どもを取り巻く状況の悪化を大き

な問題として取り上げ、国家目標の達成のためには

学校・家庭・地域の強い結びつきが必要であること

や「殺の教育参加j の重要性を主張する等、 1983年

の、危機に立つ国家"に比べ、現状をふまえたうえ

で手段が講じられていることがうかがえるもので

あった。90年代に長期にわたって職務に就いていた

クリントンの教育計顕は、このGoals2000を引き

継ぎさらに新しい要素を付け加えたものであった。

なお、新大統領である G.ブッシュの教育政策はクリ

ントンのそれと大差ないものであろうどされてい

る。

(29) 学校選択自由化論はニ震の仕方で(①「選択が自

由化されれば各学校が生き残るためにも自己改善

の努力をせざるを得ないから学校はよくなるはず

だ」という競争原理による学校再生論、②「親や子

どもが自ら選んだ学校だから、学校の改善に積極的

に関わることになるから学校はよくなるはず、だ」と

いう顧客参加による学校再生論)、選択による学校

再生の可能性を主張する(藤田英典、 f教育改革共

生時代の学校づくりわ岩波書応、 1997、

pp 226♂234)。特に競争原理による学校再生論に対

しては「選択プランによって、子ども、特にマイノ

リティの子どものためになるようなプログラムが

生み出されるという保証はないのではないか。」を

はじめとする多くの懸念が示されている。

学校選択制は市場裂システムと公立選択裂シス

テムのこつに大別されるが、前者(ヴァウチャーは

これに属する)は議論されているわりには実施され

ておらず、実際に機能している学校選択プランの大

半は後者に属している。公立学校の選択肢を増やす

ことで学校選択の自由を拡大しようという公立選

択裂は、市場型に比べればかなり「制約された選択」

であるが、これらに対しても、 r(チャーター制度の

導入などによる)一部の学校をよくする選択制で

は、他の大多数の学校が改善される保証はないので

はないかoJをはじめとする懸念が示されてきた。実

際に選択性を用いて成功している事例をみると、単

純に競争原理や顧客参加によって成功が導かれる

わけではないことがわかる。特にマイノリティ地域

においては、「子どもの教育や生活に無関心な殺の

多い地域、親自主きが問題を抱えているような家庭が

多いために、それらを考慮に入れた学校選択でなけ

れば、荒廃した学校の現状を変える力にはなりえな

い。J (藤田、「前掲護人 pp234-235)のである。

。。 就学前教育やチャイルドケアの必要性や、現在の
複雑な社会では学校のみ、親のみ、そして学校と殺

とが組み合わさつでも、子どもが生き延び十分に発

達するのに必婆なサポートを与えられないのだか

ら、連携を広げコミュニティ全体が共同して子ども

のための活動を強化することが必要で、あるという

ことを、カマーは活動の当初より自明のこととして

認識していた。そうしたカマーにとって、CoZiプロ

ジェクトはそれまでず、っと抱いていた「子どものた

めの望ましいコミュニティぐるみのネットワーク」

を体現するものでーあった。そして SDPの蚤婆コン
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セプトの一つである rlttakes a whole village to 倒青木紀、「前掲論文」、 pp53-54、pp70-71 

raise chi!dreuJのvillageをずいぶんと拡大するも (お:) Comer et a!， "Child by Child"， pro!ogue p 1 

ので、あった。(北海道大学教育学研究科修士課程)

(31) Dryfoos，“Safe Passage"， p 107 


